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同上

指定定期検査機関の業務規程の変更命令

計量法では、都道府県知事又は特定市町村の長は、その指定する者（指定定期検査機関）に、定期検査を行わ
せることができます。指定定期検査機関は検査業務に関する規程（業務規程）を定め、都道府県知事又は特定
市町村の長の認可を受けなければならず、認可をした業務規程が定期検査の公正な実施上、不適当となったと
認めるときは、その業務規程の変更を命じることができます。

・計量法第３０条

（計量法第３０条〔業務規程〕）
指定定期検査機関は、検査業務に関する規程（以下「業務規程」という）を定め、都道府県知事又は特定市町
村の長の認可を受けなければならない。これを変更しようとするときも、同様とする。
２　業務規程で定めるべき事項は、経済産業省令で定める。
３　都道府県知事又は特定市町村の長は、第一項の認可をした業務規程が定期検査の公正な実施上不適当と
なったと認めるときは、その業務規程を変更すべきことを命ずることができる。

（指定定期検査機関、指定検定機関、指定計量証明検査機関及び特定計量証明認定機関の指定等に関する省令
第３条（業務規程））
第三条 　指定定期検査機関は、法第三十条第一項 前段の規定により業務規程の認可を受けようとするとき
は、様式第二による申請書に業務規程を添えて、当該指定に係る都道府県知事（以下この章において「委任都
道府県知事」という。）又は当該指定に係る特定市町村の長（以下この章において「委任特定市町村の長」と
いう。）に提出しなければならない。
２ 　法第三十条第二項 の業務規程で定めるべき事項は、次に掲げるとおりとする。
一 　定期検査の業務を行う時間及び休日に関する事項
二 　定期検査の業務を行う特定計量器の種類
三 　定期検査を行う場所に関する事項
四 　定期検査に関する証明書の発行に関する事項
五 　定期検査を実施する者の選任及び解任に関する事項
六 　定期検査を実施する者の配置に関する事項
七 　定期検査に使用する検査設備の管理に関する事項
八 　定期検査済証印の管理に関する事項
九 　定期検査の未受検者に対する受検促進に関する事項
十　　手数料の収納の方法に関する事項
十一 　前各号に掲げるもののほか、定期検査の業務に関し必要な事項
３ 　指定定期検査機関は、法第三十条第一項 後段の規定により業務規程の変更の認可を受けようとするとき
は、様式第三による申請書を委任都道府県知事又は委任特定市町村の長に提出しなければならない。

・業務規程の認可審査基準
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